　　　府中市介護予防・日常生活支援総合事業の指定事業者の指定等に関
　　　する規則

　（趣旨）
第１条　この規則は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１５条の４５の５の規定による介護予防・日常生活支援総合事業の指定事業者（以下「事業者」という。）の指定等に関し、法及び介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「施行規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
　（定義）

第２条　この規則で使用する用語の意義は、法及び施行規則で使用する用語の例による。
　（事業の種類及び内容）
第３条　市が行う第一号訪問事業の種類は、国基準第一号訪問事業（施行規則第１４０条の６３の６第１号イに規定する基準に該当する基準に基づき実施する第一号訪問事業をいう。以下同じ。）及び市基準第一号訪問事業（同条第２号に規定する基準に該当する基準に基づき実施する第一号訪問事業をいう。以下同じ。）とする。
２　市が行う第一号通所事業の種類は、国基準第一号通所事業（施行規則第
１４０条の６３の６第１号イに規定する基準に該当する基準に基づき実施する第一号通所事業をいう。以下同じ。）及び市基準第一号通所事業（同条第２号に規定する基準に該当する基準に基づき実施する第一号通所事業をいう。以下同じ。）とする。
３　国基準第一号訪問事業は、居宅要支援被保険者等（身体介護を要することなく日常生活を営むことができる者を除く。ただし、市長が特に必要と認める者にあっては、この限りでない。）を対象に、介護予防を目的として、当該居宅要支援被保険者等の居宅において、介護福祉士又は介護職員初任者研修修了者が、身体介護（訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について（平成１２年老計第１０号厚生省老人保健福祉局老人福祉計画課長通知）別紙の１に規定する身体介護をいう。以下この条において同じ。）及び家事援助（同通知別紙の２に規定する家事援助をいう。以下この条において同じ。）を行うものとする。
４　市基準第一号訪問事業は、身体介護を要することなく日常生活を営むことができる居宅要支援被保険者等を対象に、介護予防を目的として、当該居宅要支援被保険者等の居宅において、介護福祉士、介護職員初任者研修修了者又は市が指定する研修を修了した者が家事援助を行うものとする。
５　国基準第一号通所事業は、居宅要支援被保険者等（機能訓練等（機能訓練及び入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援をいう。次項において同じ。）を要することなく日常生活を営むことができる者を除く。）を対象に、介護予防を目的として、指定事業所（法第１１５条の４５の３第１項の規定により国基準第一号通所事業に係る市長の指定を受けた事業者が当該国基準第一号通所事業を行う事業所をいう。）において、機能訓練等及び生活機能向上のための運動、レクリレエーション等を行うものとする。
６　市基準第一号通所事業は、機能訓練等を要することなく日常生活を営むことができる居宅要支援被保険者等を対象に、介護予防を目的として、指定事業所（法第１１５条の４５の３第１項の規定により市基準第一号通所事業に係る市長の指定を受けた事業者が当該市基準第一号通所事業を行う事業所をいう。）において、生活機能向上のための運動、レクリレエーション等を行うものとする。
　（指定の申請等）
第４条　施行規則第１４０条の６３の５第１項に規定する申請書は、府中市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者指定申請書(第１号様式)によるものとする。
２　市長は、法第１１５条の４５の５第１項の規定による指定の申請があったときは、指定の可否を決定し、当該申請をした者にその旨を通知するものとする。
３　前項の規定により指定の決定の通知を受けた者は、その旨を当該指定に係る事業所の見やすい場所に標示するものとする。

　（変更の届出等）
第５条　事業者は、施行規則第１４０条の６３の５第１項第１号、第２号、第４号、第５号、第７号、第８号、第１２号又は第１４号に掲げる事項に変更があったときは、府中市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者指定内容変更届出書（第２号様式）及び当該変更内容が確認できる書類を当該変更があった日から１０日以内に市長に提出しなければならない。

２　事業者は、法第１１５条の４５の５の規定により指定を受けた事業を廃止し、又は休止しようとするときは、その廃止又は休止の日の１月前までに、府中市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者事業廃止・休止届出書（第３号様式）を市長に提出しなければならない。

３　事業者は、前項の規定による休止の届出に係る事業を再開したときは、府中市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者事業再開届出書（第４号様式）を再開した日から１０日以内に市長に提出しなければならない。
　（指定更新の申請等）　　　　　　　
第６条　施行規則第１４０条の６３の５第２項に規定する申請書は、府中市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者指定申請書(第１号様式)によるものとする。
２　市長は、法第１１５条の４５の６第４項において準用する法第１１５条の４５の５第１項の規定による指定の更新の申請があったときは、指定の更新の可否を決定し、当該申請をした者にその旨を通知するものとする。
３　前項の規定により指定の決定の通知を受けた者は、その旨を当該指定に係る事業所の見やすい場所に標示するものとする。

　（指定更新の期間）
第７条　施行規則１４０条の６３の７に規定する市が定める期間は、６年間とする。
　（雑則）
第８条　この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

　　　付　則
　この規則は、公布の日から施行する。
　　　付　則 (平成３０年８月２９日規則第５２号)
　この規則は、平成３０年１０月１日から施行する。
　　　付　則（令和３年３月２５日規則第１３号）
　この規則は、令和３年４月１日から施行する。

第１号様式（表）（第４条）
[image: image1.emf]
第１号様式（裏）
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第２号様式（第５条）
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第３号様式（第５条）
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第４号様式（第５条）
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